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育児介護休業法改正の背景
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過去、育児関連制度が先行して拡充
平成22年育児介護休業法改正
パパ・ママ育休プラス、専業主婦除外規定廃止、3歳までの短時間勤務制度
義務化、所定外労働免除義務化、子の看護休暇拡充（2人以上10日）

育児休業給付金引き上げ

介護労働者を取り巻く現状（【資料編】参照）

要介護（要支援）認定者数の増加（最近15年で2.79倍）

介護・看護を理由とする離職者数（年間9.5万人）

介護休業等制度利用率の低迷（介護をしている雇用者のうち15.7％）

アベノミクス新・第三の矢「介護離職ゼロ政策」
介護に取り組む家族が介護休業・介護休暇を取得しやすい職場環境の整備

元気で豊かな老後を送れる健康寿命の延伸に向けた機能強化

生きがいを持って社会参加したい高齢者のための多様な就労機会の確保、
経済的自立に向けた支援



育児介護休業法 関係資料
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育児介護休業法

■法解説資料
①概要 （PPT 6頁）
②あらまし（Word形式 203頁）
③Q&A （Word形式 6頁）
④参考資料集 （PPT 34頁）

■パンフレット
①パンフレット
②リーフレット、ポスター
③規定例 （Word形式 16頁）

■関係条文等
①法本文
②施行規則
③指針 （Word形式 17頁）
④通達 （Word形式 161頁）



育児介護休業法の改正事項
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◆ 仕事と介護の両立支援制度

１ 介護休業の分割取得

２ 介護休暇の取得単位の柔軟化

３ 介護のための所定労働時間の短縮措置等

４ 介護のための所定外労働の制限（残業の免除）

（５ 有期契約労働者の介護休業の取得要件の緩和）

◆ 仕事と育児の両立支援制度

５ 有期契約労働者の育児休業の取得要件の緩和

６ 子の看護休暇の取得単位の柔軟化

７ 育児休業等の対象となる子の範囲

８ いわゆるマタハラ・パタハラなどの防止措置義務の新設

改正法施行日 ： 平成29年1月1日



介護休業の分割取得（１）

社会保険労務士法人 大野事務所 6

※祖父母、兄弟姉妹、孫については、同居・扶養要件が不要となった



介護休業の分割取得（２）
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【補足】

• 対象家族1人につき通算93日
…父：93日、母：60日、子：30日・・・
…それぞれについて通算93日まで取得可能

• 個々の労働者について、対象家族ごとに通算
…夫婦ともに従業員の場合、

別々にカウント

• 他の事業主のもとで取得した
介護休業は算入（通算）しない

• 通算93日には労働日でない日
（休日）もカウント

• 通算93日の取得期間に
制限はない
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介護休暇の取得単位の柔軟化
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• 所定労働時間の2分の1（※）以外を半日休暇とする場合は労使協定が必要
※1日の所定労働時間に1時間未満の端数がある場合、端数を切り上げた時間数の

2分の1 （所定7時間30分の場合、2分の1とは4時間をいう）

• 「半日単位で介護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労働者」は
労使協定により適用除外可能

• 1日の所定労働時間が4時間以下の者は半日単位で取得できない
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介護のための所定労働時間の短縮措置等
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• 3年の間で⇒最低3年間利用できること。2回以上（④を除く）利用できること。

• 上記①～④のいずれかの選択でよい

• （参考）育児短縮措置…1日の所定労働時間を6時間とする措置を含める（必須）



介護のための所定外労働の制限（残業の免除）
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※基本的な事項は「育児のための所定外労働の制限」制度と同じ
• 1回につき1か月以上1年以内の期間について請求
• 請求は何回でも可
• 事業の正常な運営を妨げる場合は請求を拒める
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有期契約労働者の育児休業の取得要件の緩和
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93日を経過する日から6か月（現：1年）を経過する日

【資
料
編
】参
照



子の看護休暇の取得単位の柔軟化
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※基本的な事項は介護休暇と同じ

• 所定労働時間の2分の1（※）以外を半日とする場合は労使協定が必要
※1日の所定労働時間に1時間未満の端数がある場合、端数を切り上げた時間数の

2分の1 （所定7時間30分の場合、2分の1とは4時間をいう）

• 「半日単位で子の看護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労働
者」は労使協定により適用除外可能

• 1日の所定労働時間が4時間以下の者は半日単位で取得できない



育児休業等の対象となる子の範囲
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※法律上の子（実子・養子）に加え、特段の事情により児童養護施設や
児童相談所等から引き取り養育する子も含まれることとなった



いわゆるマタハラ・パタハラなどの防止措置の新設
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※パタハラ : Paternity Harassment



社会保険労務士法人 大野事務所 19

男
女
雇
用
機
会

均
等
法

育
児
介
護

休
業
法



マタハラ・パタハラ防止措置とは（指針より）
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1. 事業主の方針等の明確化、周知・啓発

就業規則等に事業主方針や制度利用できる旨を規定し、周知・啓発

社内報、パンフレット、社内HP等に掲載・配布、研修・講習等の実施

就業規則等にハラスメントに対する懲戒規定を定め、周知・啓発

2. 相談対応体制の整備

相談窓口を定める

相談窓口担当者が、相談に適切に対応できる仕組み・環境作り

3. ハラスメントに対する事後の迅速かつ適切な対応

迅速かつ正確な事実確認

被害者への配慮措置、行為者への措置

再発防止措置

4. ハラスメントの原因や背景要因の解消措置

制度利用する者の周囲の労働者の業務負担の軽減、分担見直し

5. 上記措置と合わせて講ずべき措置

プライバシー保護

ハラスメント相談をしたこと等を理由とする不利益取り扱い禁止の旨を規定、周知



就業規則（育児介護休業規程）の対応
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【変更が必要なもの】

① 就業規則、育児介護休業規程

② 労使協定（適用除外の協定、半日休暇の協定）

③ 社内申請書様式

⇒ 前掲厚労省HP（規定例・あらまし）に掲載

弊所の担当スタッフにご相談ください



介護休業給付金の引き上げ
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育児休業・介護休業給付金の要件見直し
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雇用保険：65歳以上労働者の適用例
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※保険料免除制度（毎年4月1日現在64歳以上が対象）は廃止。ただし平成31年度までは免除。
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ご清聴ありがとうございました

大野事務所Homepage：http://www.ohno-jimusho.co.jp/
大野事務所Facebook：https://ｗｗｗ.facebook.com/ohno.jimusho


